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子育て世帯への住宅施策
概要説明

資料２



子育て住宅総合支援事業

通勤利便性が高く、子育て世帯のニーズも高い阪神間に
おいて、県と市町が連携して子育て世帯が暮らしやすい
住まい・住環境の確保に向けた施策を実施し、子育て世
帯の転入や定住を促進する

■ 目的

２ 民間住宅への入居促進：1.1億円（令和６年度予算案）

○子育てしやすいモデル地域(住宅地)づくり

④補助

規制緩和

市

町

県

②区域指定

■民間住宅への入居支援（R6当初予算：58百万円）

新子育て世帯が暮らしやすい良質な住宅の取得補助

新築住宅：最大200万円、50戸/年

中古住宅：最大60万円、20戸/年

新戸建住宅を貸し出す家主等への改修補助

[最大60万円、８戸/年]

■子育て支援施設の開設支援（R6当初予算：6百万円）

新空きテナントへの子育て支援施設開設費の補助

(改修費･家賃･備品購入費) [300万円/初年度、４件/年]

①区域指定
の申出

子育て住宅促進区域

民間事業者に
よる整備

子育て世帯の
住宅取得･入居

③財政的支援

助言

・住まいや住環境が充実している又は充実させよう
としている地域を促進区域として指定

・区域内に県・市町が施策を集中実施することで、
民間事業者等の投資意欲を刺激し、子育て世帯の
転入・定住を促進

・R6は尼崎市をモデルに区域指定を検討、順次拡大

■「子育て住宅促進区域」の指定

・阪神間における「子育て住宅促進区域」
での重点的支援

○県外からの一層の転入促進
■阪神間への住み替え支援（R6当初予算：50百万円）

新県外から民間賃貸住宅への住み替え補助 [最大25万円、400戸/年]

（補助は全て市町随伴 県：市＝１：１）

（子育て世帯の転入超過数：阪神間1,652人［全県2,299人］）
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■ 制度概要

子育て住宅促進区域の指定

❷ 子育て世帯等の転入の更なる促進

❶ 子育て世帯等が暮らしやすい住宅・住環境の確保

新築住宅取得補助

中古住宅取得補助

戸建住宅賃貸化改修補助

子育て支援施設開設補助

民間賃貸住宅住替補助

促進区域内の課題に応じて
支援メニューを組み合わせて実施

住まいや住環境が充実している又は充実
させようとしている地域を促進区域に指定

※広く阪神間への転入促進を図るため、
区域指定不要
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若者・Z世代応援パッケージ
～住みやすい兵庫の実現～



支援メニューの詳細

区分
新築・中古住宅取得

補助
戸建住宅賃貸化改修

補助
子育て支援施設開設

補助
民間賃貸住宅住替

補助

実施内容
住宅取得に要する費用
を支援

戸建住宅を賃貸化する
場合に必要となる改修
費等を支援

商業施設等の空き区画に子
育て支援施設を開設する際
に要する経費(内装工事費､
賃借料等)を支援

新婚・子育て世帯の県
外からの転入に要する
経費を支援

対象地域 子育て住宅促進区域内 阪神間地域

対象者

・子育て世帯(18歳未
満の子どもがいる世
帯)

・新婚世帯(合計年齢が
80歳以下の夫婦)

・戸建住宅所有者
・戸建住宅を借り上げ、
子育て世帯等に転貸
しようとする者

子育て支援施設開業希望者

・子育て世帯(18歳未満
の子どもがいる世帯)

・新婚世帯(合計年齢が
80歳以下の夫婦)

補助内容

[補助上限額]
新築：最大2,000千円
中古：600千円
[補助率 ]定額
[負担割合]県1/2､市町
1/2

[補助上限額]600千円
[補助率]1/2
[負担割合]県1/4､市町
1/4､所有者等1/2

[補助上限額]
1年目:3,000千円
2年目以降:1,000千円
[補助率]2/3
[負担割合]県1/3､市町1/3､
事業者1/3

[補助上限額]250千円
[補助率]1/2
[負担割合]県1/2､市町
(県住宅供給公社)1/2

実施市町
(開始時期)

尼崎市（R6.8～）

川西市（R7.7～）

猪名川町（R7.7～） 芦屋市（R7.7～）

川西市（R7.7～）
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尼崎市（R6.4～）



子育て住宅促進区域の指定状況

武庫之荘駅
塚口駅 園田駅

武庫川駅

尼崎センター
プール前駅

出屋敷駅 尼崎駅

大物駅

杭瀬駅

：指定区域

尼崎市阪急沿線地区

尼崎市阪神沿線地区

市町名 名称 指定年月日

川西市 川西市ニュータウン地区
R7.3.26

猪名川町 猪名川町ニュータウン地区

市町名 名称 指定年月日

尼崎市
尼崎市阪急沿線地区

R6.7.16
尼崎市阪神沿線地区

：指定区域

：指定区域
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補助実績（R6・R7累計）
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戸建て賃貸化改修県外から民間賃貸住宅への住み替え

尼崎市

川西市

0件

0件

尼崎市

川西市

芦屋市

325件

1件

0件
県公社 22件

348件

計

0件

計

大阪府

232件(67%)

転居元の住所地
（n=348）

その他の県

78件

（23%）

京都府

20件(6%)

東京都

18件(5%)

844人

転入者数の合計

※県公社住宅への転入者数

尼崎市

西宮市※

芦屋市※

789人
38人
11人

2人宝塚市※

川西市 2人

大阪府が
約７割

伊丹市※ 2人

住宅の取得 子育て支援施設の開設

46件 18件

新築 中古計

64件

尼崎市

川西市

猪名川町

35件

8件

3件

尼崎市 4件

・放課後等デイサービス
・体操教室
・幼児教室
・子育て複合施設
（幼児教室、発達支援など）

8件

6件

4件

4件

計
転居元の住所地

(n=64)

兵庫県内
（所在市町内）

39件(61%)

大阪府
5件(8%)

その他
4件(6%)

県内が
約９割

兵庫県内
（所在市町除く）

16件(25%)



不動産情報サイトと連携した広報
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不動産情報サイトに開設した特設ページバナー広告

22万回以上

クリック数 （R6.7～R8.1までの累計）

28万回以上

閲覧数 ページ内物件検索 8,600回以上
自治体HPへの遷移 6,500回以上

（R6.7～R8.1までの累計）

※約６万回はバナー広告以外(HP・SNSなど)から流入



県営住宅の供給・入居促進

・ニーズの高い神戸・阪神間を中心に、駅や学校等に近接した住宅で実施

・高齢化が進む県営住宅において、多様な世代構成によるコミュニティを活性化

➤ 入居要件の緩和

● 子育てしやすい県営住宅● 入居しやすい県営住宅

・子育て世帯・多子世帯等
月収214→259千円以下(県裁量上限)
中学生以下→18歳未満の子

・若年単身世帯（40歳未満）
月収158→214千円以下(高齢者等並)
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➤ 優先入居枠の再拡充

※約2,000戸/年募集のうち割合を設定

H26.4～：  25%・500戸/年
R3.8～  ：  30%・600戸/年
R6.4～  ：  36%・720戸/年

➤ 入居促進策の拡充

家賃３か月分の敷金を免除

➤ 子育て世帯向けリノベーション

・グレードアップ改修
LＤＫ化、システムバス、
洗面化粧台の設置等
［120戸/年×３年］

・サブリース方式
    空き住戸を民間事業者が
    改修・低廉な家賃で提供
［50戸/年×３年］

➤ 共用部の改修・整備

➤ 子育て世帯向けの住宅供給[県営青木団地]

団地内の集会所を活用した
キッズスペース等の整備

LDK化

PＦIで子育て世帯向け住宅整備（R11完成予定）

都道府県初

都道府県初

入居数・応募倍率

1,445戸

1.59倍

うち、ｸ゙ ﾚー ﾄ゙ ｱｯﾌ゚ 改修住戸

126戸

2.70倍

入居数

応募倍率

若年世帯枠

グレードアップ改修 サブリース

172戸 63戸

共用部改修・整備

52団地
計 計 計

実
績(        

累
計)

R6

R7※
・

※R8.1末時点

システムバス

キッズスペース
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施策案の検討

資料１

Ⅰ 前回部会でのご意見への対応

Ⅱ 具体の施策案

Ⅲ 区域指定の考え方

※検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。
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Ⅰ 前回部会でのご意見への対応



前回部会でのご意見への対応
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項目 意見の概要 対応の方向（事務局案）

賃貸化改修 戸建住宅の賃貸化について、一般の人が賃貸経営す
るのはハードルが高いので、サポートが必要。

都市部においては、補助事業によらず、既存住宅の賃
貸化の普及を促進する方策を検討します。

中古住宅 リフォームされた中古住宅もあるが、自分たちで自
由にリフォームしたいという声もある。居住希望者
のニーズに対する行政側の感度を高めることが必要。

既存の空き家活用支援事業（住宅型）において、借り
手が改修する場合が対象になることを周知し、ニーズ
に沿った活用を促していきます。

居住環境 集会室や居場所など、子どもや家族が集い、相互に
支え合えるコミュニティ機能の確保が、住みやすさ
の重要な条件。

県営住宅において、集会所を活用したキッズスペース
等の整備を実施しており、引き続き進めていきます。

その他 子育てを支えるファミリーサポート体制の充実が居
住地選択の重要な条件となっている。居住者構成や
生活様式の変化を踏まえ、総合的に住宅政策を講じ
ていく必要がある。

住宅施策と合わせて、各市町の子育て支援策を発信す
るなど、効果的な情報発信を検討します。

その他 仮住まいとして尼崎市に居住した後、他市へ転出す
るケースも想定されるため、定住を促すための魅力
づくりが重要である。

住宅取得補助の利用者は、従前の住まいの近接地で住
宅を取得している傾向が確認されたことから、県外か
ら転入した子育て世帯等に定住等の支援制度を情報提
供をするなど、効果的なフォローアップを検討します。

その他 近年は外国人居住者の増加も見られ、主に大阪で就
労する層が住宅費の関係から尼崎市に居住する傾向
があることから、多文化共生への対応も課題である。

県は「ひょうご多文化共生総合相談センター」を設置
し、５言語による生活相談や情報提供を行っています。
住宅政策としては、居住支援法人等と連携しながら外
国人を含む住宅確保要配慮者の居住の支援に努めます。

第１部（阪神間の取組報告）での意見



前回部会でのご意見への対応

項目 意見の概要 対応の方向（事務局案）

空き家の活用 地方部における空き家活用、特に古民家再生は重要であり、一定
の改修により都市部居住者にも魅力ある住宅となり得るため、
マッチングなどソフト面を含めた取組の充実が期待される。

空家活用特区における市町連携団体の活
用やエリアマネジメントの担い手育成に
取り組むことで、空き家再生に関する中
間支援やマッチングにつなげていきます。

空き家の活用 山間地域では空き家が多く、移住希望者は賃貸を求める傾向にあ
るなど、需要自体は存在しているが、マッチングがうまく機能し
ていないことが課題。

空き家の活用 空き家所有者が賃貸事業に踏み出すことへの不安を踏まえると、
今後は空き家再生に関する中間支援機能の必要性を感じている。

サブリース事業の普及が有効な取組の一
つであると考えており、空き家活用支援
事業を活用した支援を検討します。

空き家の活用 県が育成しているヘリテージマネージャーの人材ストックを市町
でも活用することで、さらなる空き家活用の展開が期待できる。

ヘリテージマネージャーの人材ストック
を古民家再生等にも活用し、さらなる空
き家の活用につなげていきます。

区域の指定 市街化調整区域における特別指定区域制度では、新規居住者の区
域を設定しているが、集落の中心から外れた立地となり、必ずし
も魅力的でないケースが見られる。地域の中でより大胆に指定す
るようなことがあってもよいのではないか。

区域の指定を行う際の参考にします。

住宅の性能 住宅改修では耐震性に加え断熱性能向上が課題であるが、まちと
のつながりを欠く閉鎖的な住宅・街並みを生む懸念がある。住宅
性能と地域景観・開放性のバランスが重要。

高断熱サッシ等により、開口部を確保し
ながら断熱性能が向上できることをセミ
ナー等で普及啓発していきます。

その他 家族の時間の使い方や経済状況に応じた住宅の持ち方として、子
育て世帯向けセカンドハウスの可能性も考えられる。

例えば、教育移住で一定の期間居住する
などの多様な住まい方に対応できるよう、
空き家の賃貸化への支援を検討します。

その他 弱点とされがちな条件を魅力に転換する発想が重要。各地域が自
らの持つ資源や特性を再評価し、強みとして示せるポイントを明
確にすることが、地域の魅力向上につながる。

子育て世帯への住宅施策を広報する際の
参考にします。
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第２部（各地域の現状・課題、施策の方向性）での意見
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Ⅱ 具体の施策案



子育て住宅総合支援事業（R6～R8阪神間モデル）

通勤利便性が高く、子育て世帯のニーズも高い阪神間に
おいて、県と市町が連携して子育て世帯が暮らしやすい
住まい・住環境の確保に向けた施策を実施し、子育て世
帯の転入や定住を促進する

■ 目的

２ 民間住宅への入居促進：1.1億円（令和６年度予算案）

○子育てしやすいモデル地域(住宅地)づくり

④補助
規制緩和

市

町

県

②区域指定

■民間住宅への入居支援（R6当初予算：58百万円）

新子育て世帯が暮らしやすい良質な住宅の取得補助

新築住宅：最大200万円、50戸/年
中古住宅：最大60万円、20戸/年

新戸建住宅を貸し出す家主等への改修補助
[最大60万円、８戸/年]

■子育て支援施設の開設支援（R6当初予算：6百万円）

新空きテナントへの子育て支援施設開設費の補助
(改修費･家賃･備品購入費) [300万円/初年度、４件/年]

①区域指定
の申出

子育て住宅促進区域

民間事業者に
よる整備

子育て世帯の
住宅取得･入居

③財政的支援
助言

・住まいや住環境が充実している又は充実させよう
としている地域を促進区域として指定

・区域内に県・市町が施策を集中実施することで、
民間事業者等の投資意欲を刺激し、子育て世帯の
転入・定住を促進

・R6は尼崎市をモデルに区域指定を検討、順次拡大

■「子育て住宅促進区域」の指定

・阪神間における「子育て住宅促進区域」
での重点的支援

○県外からの一層の転入促進
■阪神間への住み替え支援（R6当初予算：50百万円）

新県外から民間賃貸住宅への住み替え補助 [最大25万円、400戸/年]

（補助は全て市町随伴 県：市＝１：１）

（子育て世帯の転入超過数：阪神間1,652人［全県2,299人］）

879

▲ 12

1,520
1,731

2,299

975

349
1,072 1,085

1,652

2018 2019 2020 2021 2022

全県

阪神間

【子育て世帯の転入超過数の推移(人)】

０(人)

▲1,000

1,000

2,000

3,000（0-14才、30-49才）

■ 制度概要

子育て住宅促進区域の指定

❷ 子育て世帯等の転入の更なる促進

❶ 子育て世帯等が暮らしやすい住宅・住環境の確保

新築住宅取得補助

中古住宅取得補助

戸建住宅賃貸化改修補助

子育て支援施設開設補助

民間賃貸住宅住替補助

促進区域内の課題に応じて
支援メニューを組み合わせて実施

住まいや住環境が充実している又は充実
させようとしている地域を促進区域に指定

※広く阪神間への転入促進を図るため、
区域指定不要

6

若者・Z世代応援パッケージ
～住みやすい兵庫の実現～



子育て世帯への住宅施策の見直し（案）
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第１回部会における検討

①阪神間モデル事業の
実績・効果

②各地域における現状・課題

• 神戸・阪神間
• 播磨
• 但馬・丹波・淡路

１ 見直しの施策（案）

・新築取得補助により、子育て住宅促進区
域内の住宅の質の向上に寄与
・一定の中古住宅の流通促進に寄与

モデル事業の効果検証※ 見直し施策（案）

・予定件数を超える実績で転入増に寄与
・住宅取得者は、前住所の近接地で住宅を
取得する傾向が確認され、将来的な定住
（住宅取得）が期待できる

住み替え

住宅取得
（新築・中古）

子育て
支援施設

賃貸化改修 ・実績がなく、制度の周知に加え、住宅所有
者の賃貸化への不安感等が課題

・２年間で実績４件と子育て住宅促進区域
内の子育て支援施設の誘致に一定の寄与

住み替え

住宅取得
（新築・中古）

子育て
支援施設

・定住促進に加え、住宅政策の課題解決に
寄与するため、引き続き実施を検討

・ニーズや効果を見極め、引き続き実施する
か検討

・補助によらず、既存住宅の賃貸化の普及を
促進する方策を検討

・実績が多く、転入増への寄与や将来的な定
住に期待できるため、引き続き実施を検討

※ 主に２年間事業を実施した尼崎市の実績による

施策の対象区域

•住宅の集積度が高い

•公共交通網が発達

促進区域指定の考え方

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。

賃貸化改修

通勤の利便性を重視

→駅・バス停中心

既成市街地の活性化を重視

例）小学校中心

•住宅の集積度が低い

•車移動が中心

市街化区域

（都市部）

２ 子育て住宅総合支援事業（市街化区域）

市街化区域以外

（多自然地域 等）



子育て世帯への住宅施策の見直し（案）

施策の方向性現状・課題

賃貸住宅の不足
（持ち家・戸建て中心）

子育て世帯等の減少

耐震化率が低い

空き家の増加

三世代同居

居住環境の満足度が
相対的に低い

働く場の確保

①子育て世帯の転出を抑制
する定住の促進

②子育て世帯のニーズに
合った既存ストックの活用

③新生活（就職・結婚）の起点
となる賃貸住宅の供給と
転入の促進

④しごとの創出と生活サー
ビス機能の改善

空き家等のストック活用による子育て環境の整備で
持続可能な地域の未来をつくる

コンセプト

① 既存住宅の建替え等支援
新たな空き家の発生を抑制する建替えやまち
の空洞化を防ぐ既成宅地での住宅取得を支援

②-1 空き家の改修支援
若年・子育て世帯の空き家の改修を支援

②-2 複数世帯の同居のための改修支援
複数世帯の同居対応のための住宅改修を
支援

③-1 空き家の賃貸化支援
空き家を賃貸化するための改修を支援

③-2 民間賃貸住宅住み替え支援
県外から民間賃貸住宅への住み替えを支援

④ 起業のための空き家活用支援
空き家を活用した店舗やｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽ等
の開設を支援

8検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。

３ 子育て住宅総合支援事業（市街化区域以外）



（まとめ）施策案の整理表
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区分 市街化区域 市街化区域以外

子育て住宅
促進区域の考え方

子育て世帯が徒歩圏で生活できる良好な居住環
境を形成するため、鉄道駅等を中心とした都市機
能が集積する区域

子育て世帯の定住・移住を促進する居住環境
を形成するため、住宅ストックの活用が見込
まれ、通学が容易な区域

施
策
案

定住促進
（転出抑制）

転入促進

しごと創出 ―

新築・中古住宅取得補助

空き家活用支援事業（住宅型）

建替住宅等取得補助

空き家活用支援事業（住宅型）

三世代同居対応改修工事推進事業

民間賃貸住宅住替補助 民間賃貸住宅住替補助

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。

空き家活用支援事業（住宅型）

空き家活用支援事業（事業所型・地域交流拠点型）

取
得

改
修

賃
貸

住
替

施
設
開
設

既存住宅の賃貸化の普及を促進する方策を検討



子育て世帯への住宅施策の見直し（案）

① 既存住宅の建替え等支援

新たな空き家の発生を抑制する建替住宅の取得
やまちの空洞化を防止する既成宅地における住宅
の取得に要する費用の一部を支援することで、子
育て世帯等の定住を促進

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。10

②-2 複数世帯の同居のための改修支援

三世代同居対応改修工事推進事業

補助対象者 三世代同居のための改修工事を実施
する子育て世帯等

対象経費 三世代同居に対応するための改修に
要する費用

対象区域 ―

補助限度額 最大270万円（うち県負担135万円）

（県1/3、市町1/3、所有者等1/3）

三世代同居に対応するための改修に要する費
用の一部を支援することで子育て世帯等の
ニーズに対応し、定住を促進

既存

建替住宅等取得補助

補助対象者 住宅を取得して入居する子育て世帯等

対象経費 建替えた住宅等の取得費

対象区域 子育て住宅促進区域内

補助限度額 〔検討中〕 （県1/2、市町1/2）

その他 農地転用や道路整備を必要としない
既成宅地への新築は可とする

新規目的

活用例

• 比較的安価な中古住宅を取得し、建て替え
• まちなかの既成宅地で新築住宅を取得

目的

活用例

• 実家の一部を三世代同居に対応するよう改修



子育て世帯への住宅施策の見直し（案）

• 空き家を住宅として活用するための改修に
要する費用の一部を支援することで子育て
世帯等の定住を促進

• 空き家を賃貸化するために必要となる改修
費等の一部を支援することで、賃貸住宅が
不足する地域への戸建賃貸住宅の供給を
促進

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。

②-1 空き家の改修支援、③-1 空き家の賃貸化支援

11

空き家活用支援事業（住宅型）

補助対象者 空き家を住宅として活用する子育て世帯等

対象経費 空き家を住宅として活用するための改修に
要する費用

対象区域 －

補助限度額 〔見直しを検討〕

その他 －

既存

目的 活用例

• 子育て世帯等が自ら住むために空き家を改修

• 子育て世帯等が空き家を借りて住むために改修

• 空き家を賃貸住宅として貸し出すために改修

• 空き家を借りて、転貸するために改修

▼ 空き家の例（新温泉町の空き家バンクより抜粋）



子育て世帯への住宅施策の見直し（案）

③-2 民間賃貸住宅住み替え支援

④ 起業のための空き家活用支援

民間賃貸住宅住替補助

補助対象者 県外から民間賃貸住宅に入居する子
育て世帯等

対象経費 民間賃貸住宅への住み替えに要する
費用

対象区域 －

補助限度額 〔検討中〕
（県1/2、市町1/2）

空き家活用支援事業（事業所型・地域交流拠点型）

補助対象者 空き家を事業所又は地域交流拠点と
して活用する者

対象経費 空き家を事業所又は地域交流拠点とし
て活用するための改修に要する費用等

対象区域 －

補助限度額 事業所型  ：最大150万円（一般タイプ）

地域交流型：最大500万円
（いずれも県1/2、市町1/2）

空き家を事業所又は地域交流拠点として活用
するための改修に要する費用の一部を支援す
ることで子育て住宅促進区域内の雇用の創出
や生活サービス機能を改善

県外から民間賃貸住宅に入居する子育て世帯
等に対し、住み替えを支援することで、県内の
転入を促進

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。12

新規

既存

目的

活用例

目的

活用例

• 空き家を活用して、カフェやコワーキングスペー
ス等を開設

• 県外から移住するにあたって、まずは賃貸住
宅に入居



子育て世帯への住宅施策の見直し（案）
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4 補助要件について

補助要件は、県による基本的な要件と市町による詳細な要件の２階建て構成により、子育て住宅促進区域
内の地域特性や個別の課題に応じたきめ細かな施策を展開

＜市町要件の例＞

① 既成市街地

・住宅の敷地面積及び延べ面積
100㎡以上
・２階建て以下

県要件
（基本的な要件）

市町要件
（地域特性に応じ
た詳細な要件）

1階

２階

＜構成イメージ＞

細かな宅地割りによる
狭小な３階建て住宅の建築抑制

目
的

要
件

② ニュータウン

目
的

要
件

子育て世帯にとって魅力的な庭付
き一戸建て住宅の取得を促進

・土いじりや水遊びができる庭が
確保されている 等

＜主な県要件のイメージ＞

○対象者
・子育て世帯（18歳未満の子どもがいる世帯）
・新婚世帯（合計年齢が80歳以下の夫婦）

○対象住宅
・新築住宅の場合、長期優良住宅であること
・既存住宅の場合、一定の耐震性能を有するものであること
・民間賃貸住宅の規模は、一戸当たりの延べ面積が55㎡以上

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。
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Ⅲ 区域指定の考え方



子育て住宅促進区域の指定の考え方
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市街化区域の指定要件 市街化区域以外の指定要件（案）

区域指定の考え方

子育て世帯が徒歩圏で生活できる良好
な居住環境を形成するため、鉄道駅等を
中心とした都市機能が集積する区域を
指定

子育て世帯の定住・移住を促進する良好
な居住環境を形成するため、住宅ストッ
クの活用が見込まれ、通学が容易な区域
を指定

地域別の交通手段（2021年調査結果）

第６回近畿圏パーソントリップ調査結果の概要（抜粋）
（兵庫県都市計画課作成）

阪神南地域

都市部 地方部

徒歩・自転車・公共交通による移動が約2割徒歩・自転車・公共交通による移動が約７割

72.6%

但馬地域 淡路地域

23.7% 21.4%

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。



子育て住宅促進区域の指定の考え方
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市街化区域の指定要件 市街化区域以外の指定要件（案）

要

件

①土地利用の状況 良質な住宅ストックを有する又は供給見
込みがある区域であること

既存住宅ストックの活用が見込める又は
更新が必要な区域であること（既に基盤
整備がされている既成市街地を基本とす
る）

②子育て世帯の
 生活利便性

地域拠点である駅又はバス停を中心とし
て、商業施設、教育施設、公園、子ども預
かり施設が概ね徒歩圏内にある区域であ
ること（整備予定含む）

小学校への通学が容易な区域であること

③都市計画等にお
ける位置付け

用途地域内であること（立地適正化計画
を作成している場合は、居住誘導区域内）

非線引き都市計画区域又は都市計画区
域外においては、緑条例の「まちの区域」
などが考えられる

④居住の安全性 災害ハザードエリア（土砂災害特別警戒
区域等）を含まないこと

同左

⑤区域の規模 概ね0.5ha以上のまとまりのある区域で
あること

同左

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。



区域指定の対象エリアの例
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■ 非線引き都市計画区域の場合

豊岡市（豊岡駅前の中心市街地等） 洲本市（中心市街地）

文

文
文

文

文文

文

文

文 文

文

文

文

文

文

文

文

文

豊岡駅

国府駅

検討中の内容であり、変更や中止の可能性があります。

緑条例 環境形成区域指定図（抜粋）
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ほかにも、いろいろ良いこと
戸建住宅の賃貸化改修補助

60万円
「尼崎市」「川西市」で実施

子育て支援施設の開設補助

300万円1年目 100万円2・3年目

「尼崎市」「猪名川町」で実施

※兵庫県南東部（阪神間）とは、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町を指します。

200万円最
大

「新築住宅取得」補助

60万円

「中古住宅取得」補助

25万円

「賃貸住宅」補助

「尼崎市」「芦屋市」「川西市」「猪名川町」「兵庫県住宅供給公社」で実施「尼崎市」「川西市」「猪名川町」で実施

ホントです!!
今がチャンス!!

人気の「兵庫県南東部エリア」への
「住み替え」をサポートします !!
人気の「兵庫県南東部エリア」への

「住み替え」をサポートします !!

（阪神間）

m013196
テキストボックス
参考資料１



兵庫県 まちづくり部 住宅政策課 住宅政策班 TEL：078-362-3581
E-mail：jutakuseisaku@pref.hyogo.lg.jp〒650-8567  兵庫県神戸市中央区下山手通5丁目10番１号 08まP3-011A4

※賃貸住宅への住み替え補助金は、尼崎市・芦屋市の全域が対象エリアです。
※対象エリアの詳細は各市町のホームページでご確認ください。

子育て世帯への住宅施策

住宅の取得補助

子育て世帯等が暮らしやすい良質な住宅の
取得に要する費用の一部を支援します。

［主な要件］
・子育て住宅促進区域内に立地する住宅であること
・子育て世帯が暮らしやすいよう、安全性や快適性について配慮された住宅であること
・長期優良住宅など、将来まで活用可能な住宅であること（新築住宅）
・一定の耐震性を満たす住宅であること（中古住宅）

尼崎市 川西市 猪名川町

200万円最
大新築住宅取得補助

60万円中古住宅取得補助

住み替え補助

県外から阪神間の民間賃貸住宅に入居しようとする
子育て世帯等に対し、住み替えを支援します。

［主な要件］
・阪神間に立地する住宅であること
・一定の耐震性を満たす住宅であること

・一戸の延べ面積が55㎡以上のもの
・５年以上県内に居住する意思を有すること

猪名川町 兵庫県住宅供給公社

尼崎市 芦屋市 川西市

25万円民間賃貸住宅住替補助
補助金の対象エリアは、尼崎市、芦屋市の全域と
川西市、猪名川町の一部エリアになります。

ほかにも、いろいろ良いこと

戸建住宅賃貸化改修補助

子育て世帯等が暮らしやすい良質な戸建住宅の
賃貸化に必要となる改修費等の一部を支援します。

［主な要件］
・子育て住宅促進区域内に立地する戸建住宅であること
・子育て世帯が暮らしやすいよう、安全性や快適性について配慮された住宅であること
・一定の耐震性を満たす住宅であること
・所有する戸建住宅を賃貸住宅として活用するために
 （一社）移住・住みかえ支援機構(JTI)の「マイホーム借り上げ制度」を利用すること

尼崎市 川西市

60万円戸建住宅賃貸化改修補助

子育て支援施設の開設補助

商業施設等の空き区画への子育て支援施設の
開設に必要となる改修費等の一部を支援します。

［主な要件］
・子育て住宅促進区域内に立地する商業施設等にあること
・一定の耐震性を満たすこと
・3年以上の事業継続が見込まれること

尼崎市 猪名川町

100万円

2・3年目

300万円

1年目

補助額

対象エリア対象エリア

JR塚口

JR尼崎

立花

猪名寺猪名寺

武庫之荘 塚口

園田

杭瀬尼崎
尼崎センター
プール前

阪急神戸
線

阪急神戸
線

阪神本線
阪神本線

出屋敷武庫川 大物

阪急沿線地区

阪神沿線地区

能
勢
電
鉄

能
勢
電
鉄 新名神高速道

路
新名神高速道

路
猪名川町
ニュータウン地区

川西市
ニュータウン地区

鴬台・萩原台・湯山台・鴬が丘・南野坂

けやき坂

大和団地

日生ニュータウン（川西市）

多田グリーンハイツ

清和台

日生ニュータウン（猪名川町）

猪名川パークタウン

つつじが丘住宅地 川西IC川西IC

尼崎市 川西市猪名川町

「不動産情報サイト アットホーム」で

特設サイト公開中!
各住宅補助の詳細と
兵庫県南東部の魅力や
暮らしやすさをご紹介。
物件検索も可能です。
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住生活基本計画（兵庫県計画）

中間取りまとめ 説明資料

資料１－２



Hyogo Prefecture

 計画の位置付け

・住生活基本法「住生活基本計画（都道府県）」

・高齢者の居住の安定確保に関する法律「都道府県高齢
者居住安定確保計画」

・住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関
する法律「都道府県賃貸住宅供給促進計画」

・「ひょうごビジョン2050」、「まちづくり基本方針」
を踏まえた県の住宅施策を総合的に推進するための計画

 計画の期間
令和８～令和17年度（10年間）

概要
01

本県の住宅施策を総合的に推進するための計画を中間見直し時期を迎え、
社会経済情勢の変化に的確に対応するため改定するもの。
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 住宅政策の沿革

【目的】住宅難の解消、量の確保、質の向上、阪神・淡路大震災後の創造的復興

【役割】公営住宅等の直接供給、民間住宅の供給促進、市場の環境整備、誘導及び補完

 住宅政策を取り巻く社会経済情勢－今後の見通し－

住宅政策の沿革と取り巻く社会経済情勢
02

・世帯数の減少、単身世帯中心の社会

・ライフスタイルや価値観の多様化

・連携、協働、新技術の活用の重要性の高まり

・情報の発信源の多様化、信頼ある正確な情報源の必要性

・高齢者の孤独・孤立、コミュニティの重要性の高まり

・新築価格の高騰、既存住宅ストックの循環

・空き家の活用等による地域活性化への期待

・災害の激甚化、地球温暖化等の自然環境の変化
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 目標１ 住まいと地域の安全・安心の確保

基本的な方針
基本的な方針、目標及び施策の総合的かつ計画的な推進

全ての県民が安全に安心して暮らせる基盤となる住まいと地域

 目標２ 住まいの選択肢の充実
県民一人一人がその価値観やライフステージに合わせて自由に
住まいと地域を選択できる環境

03

 目標３ 住まいと地域の再生
県民が地域の個性や魅力を発見､発信し､活用することができる
持続可能な住まいと地域

 目標４ 住まいの質の向上
県民が安全、安心、快適に暮らし、世代を越えて住み継がれる
良質な住まい

県民一人一人が自分らしい暮らしを実現できる住まい・居住環境の確保
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施策を横断する視点
施策の総合的かつ計画的な推進

・住まいの確保や日常生活に配慮を要す
る者を地域や社会で支えることの重要性

・NPO法人や民間事業者等による公的な
サービスの提供への期待

・情報・機械技術の積極的活用による生
産性や創造性の向上

求められる新たな役割

04

・県・市町、地域団体、NPO法人、民
間事業者等との公民連携

・住宅・まちづくり、防災・防犯、福
祉・医療、観光、教育、産業、農林、
環境などとの連携を実装

多様な連携と協働

・より良い住まいの選択に活用できる信
頼のある情報源として正確な情報発信

行動変容につながる情報発信

・旧五国の個性が息づく兵庫県の強み
を生かし、地域の暮らしを形づくる住
まい・まちを継承し、活用・強化

地域特性の活用・強化
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施策の方向性
目標に対する施策の体系

Sample
Sample
Sample

05

施策の方向性目標

１ 災害に強い住まい・まちづくり[目標１]

住まいと地域の安全・安心の確保 ２ 空き家の抑制等地域の安全性向上

３ 居住のセーフティネット

４ 子育てしやすい住宅・居住環境の確保[目標２]

住まいの選択肢の充実 ５ 高齢者のウェルビーイングの向上

６ 住まい手のリテラシー向上

７ 地域資源としての住まいの発掘[目標３]

住まいと地域の再生 ８ 多様な主体が連携したエリアマネジメント

９ 住宅を通じた地域経済の活性化

10 多世代に継承される住宅品質の確保[目標４]

住まいの質の向上 11 安心して既存住宅を取引できる市場の整備

12 住まいの担い手育成と裾野の拡大
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１ 災害に強い住まい・まちづくり

目標１ 住まいと地域の安全・安心の確保
目標の達成に必要な施策

都市計画による誘導、密集市街地の改善、個別の住宅の耐
震化を進め、地域・住宅ストックの安全性を高めるととも
に、平時から災害に備えた事前復興を進める。

２ 空き家の抑制等地域の安全性向上
空き家は多自然地域ではその他空き家の割合が増加し、空
き家数多い都市部では管理不全による悪影響が深刻化して
いく。県民の意識・行動変容を促しつつ、県・市町・民間
事業者等・地域との連携を深め、予防・管理に取り組む。

06

Sample
Sample
Sample

Sample
Sample
Sample

施策

・安全な地域への住宅の立地誘導

・密集市街地の解消

・耐震化の促進

・地域団体による避難と情報伝達の体制づくり

・住まい復興の迅速化

施策

・空き家の発生予防の促進

・空き家の適正管理の促進

・マンションの管理と再生の支援

・住宅と住宅地の防犯性の向上



Hyogo Prefecture

３ 居住のセーフティネット

目標１ 住まいと地域の安全・安心の確保
目標の達成に必要な施策

福祉・不動産、行政・民間事業者・NPO・地域団体等が連
携した重層的な支援体制を強化し、住宅の確保と生活の支
援の両面から居住支援を実装する。

 成果指標
●耐震性が不十分な住宅ストックの比率

8.3%（2023）→おおむね解消（2035）【抑制】

●居住目的のない一戸建て空き家数

105,500戸（2023）→120,000戸（2035）【抑制】

●居住支援協議会を設立した市町の人口カバー率

50.9％（2023）→90％（2035）【向上】

※観測指標

・防災指針を定めた立地適正化計画の割合

・著しく危険な密集市街地の面積の解消率

・腐朽破損のある空き家数

・マンション管理計画認定の取得割合

・県・市町と連携している居住支援法人の割合

07

Sample
Sample
Sample

施策

・公営住宅の適切な供給

・若中年単身、ひとり親、障害者世帯等への

住宅確保と生活支援の一体的提供

・居住支援体制の構築

・公営住宅等・民間賃貸住宅による居住サポート住宅

の提供
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４ 子育てしやすい住宅・居住環境の確保

目標２ 住まいの選択肢の充実
目標の達成に必要な施策

共働きの増加を背景に仕事と子育ての両立が求められる。
民間住宅、公的賃貸住宅の両面から地域の特性に応じた子
育てしやすい住宅・居住環境を確保し、定住・転入を促進
する。

５ 高齢者のウェルビーイングの向上
高齢者が孤独孤立を感じることなく介護や医療のサービス
を受けながら可能な限り自立した満足度の高い暮らしを送
られるよう「高齢者の住まい」の質を高める。

08

Sample
Sample
Sample

Sample
Sample
Sample

施策

・子育てしやすい地域づくり

・過度な負担なく確保できる住宅の供給促進

・モデルとなる住宅の整備

施策

・最適な住宅と暮らしの選択の支援

・在宅生活を支える住まいづくりとサービスの充実

・地域の需給に応じた高齢者向け住宅の供給と質の向

上
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６ 住まい手のリテラシー向上

目標２ 住まいの選択肢の充実
目標の達成に必要な施策

ライフスタイルの多様化を受け、様々な形態の住宅、居住
サービスが展開されている。安心して暮らすことができる
住まいの選択を支援する総合的な情報発信と相談の体制を
構築する。

 成果指標

09

Sample
Sample
Sample

施策

・住まいの理解を深める情報の発信

・アクセスしやすい住まいの総合相談

●子育て世帯の住宅・居住環境に関する満足度

79.5%（2023）→90%（2035）【向上】

●高齢者の住宅・居住環境に関する満足度

77.0％（2023）→90％（2035） 【向上】

●住み替え等の際に情報不足で困っている世帯の割合

21.3％（2023）→10％（2035） 【抑制】

※観測指標

・高齢者の居住する住宅のうち、一定のバリアフリー性能
及び断熱性能を有する住宅の割合

・持ち家・借家それぞれの面積別の住宅ストック数
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７ 地域資源としての住まいの発掘

目標３ 住まいと地域の再生
目標の達成に必要な施策

歴史あるひょうごの住文化を掘り起こし、伝えていくこと
で地域への愛着、誇りを醸成するとともに活用を促す。

８ 多様な主体が連携したエリアマネジ
メント

地域活性化の意欲とマネジメントスキルを持つ民間事業者、
NPO等と連携し、活動を支援することで、地域の面的な再
生を図る。

10

Sample
Sample
Sample

Sample
Sample
Sample

施策

・地域の文化を映し出す住まいの掘り起こし

・活用を促進する住情報の発信

施策

・空き家が増加・集積する地域への対応

・ニュータウンの再生

・多自然地域への移住の促進
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９ 住宅を通じた地域経済の活性化

目標３ 住まいと地域の再生
目標の達成に必要な施策

県産木材、瓦など住宅の地産地消を進めるとともに、地域
に密着した住宅関連事業者の育成により地域住宅産業の活
性化を図る。

 成果指標

11

Sample
Sample
Sample

施策

・県産建材活用、木質化促進

・地元住宅関連事業者の育成

●地域に自慢したい地域の宝（風景や産物、文化など）が
あると感じている県民の割合

43.3%（2023）→57％（2035） 【向上】

●空き家再生のエリアマネジメント認定団体数

－（2023）→10団体（2035） 【向上】

●リフォームの市場規模

2,528億円（2024）→2,831億円（2035） 【向上】

※観測指標

・空き家活用特区の指定数

・ニュータウンの高齢化率
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10 多世代に継承される住宅品質の確保

目標４ 住まいの質の向上
目標の達成に必要な施策

将来にわたって良質な状態を維持することができる住宅ス
トックの形成とともに、必要に応じた維持管理、改修を促
進することで多世代に継承される住宅ストックを積み上げ
る。

11 安心して既存住宅を取引できる市場
の整備

良質な既存住宅が適切に評価され、住宅が循環する市場環
境を整備することにより、既存住宅の取引に係る不安を低
減し、流通を促進する。

12

Sample
Sample
Sample

Sample
Sample
Sample

施策

・将来にわたって住み継がれる住宅ストックの形成

・暮らしの質を高めるリフォーム・リノベーション

施策

・既存住宅の品質の「見える化」

・健全なリフォーム市場の整備

・住み替えを実現できる環境整備
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12 住まいの担い手育成と裾野の拡大

目標４ 住まいの質の向上
目標の達成に必要な施策

高い専門性と信頼を持つ民間事業者の育成と住まい手が担
うことのできる裾野を拡大することで担い手不足の緩和を
図る。

 成果指標

13

Sample
Sample
Sample

施策

・高い専門性と信頼が確保された民間事業者の育成

・担い手の裾野の拡大

●住宅ストックに占める認定⾧期優良住宅及び建設住宅性
能評価取得住宅の割合

10.8%（2024・累計）→15％（2035・累計） 【向上】

●既存住宅に住み替えた世帯の住宅の満足度

75.2％（2023）→85％（2035） 【向上】

●リフォーム事業者登録数

727社（2026）→900社（2035） 【向上】

※観測指標

・一定のバリアフリー性能を有する住宅の割合

・一定の断熱性能を有する住宅の割合

・民間賃貸住宅のうち、一定の断熱性能を有し遮音対策が
講じられた住宅の割合
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供給目標

Sample
Sample
Sample

14

供給目標住宅の種別

【参考】現行計画の供給目標

59,400戸

※新設及び建替えによる整備戸数と空き家募集戸数の合計

公営住宅

【参考】現行計画の供給目標

30,000戸

※今後10年の間に転居先として活用できるセーフティネット住宅の登録戸数

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅

【参考】現行計画の供給目標

4.1％

※高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合

高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホーム

※今後、国から提供されたプログラムに基づき、供給目標を算出する。
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大都市地域における住宅及び住宅地の供給

県内の大都市地域である神戸・阪神地域及びその周辺の地域における住宅及び住宅地

の供給に関する方針、必要な施策及び供給を重点的に図るべき地域等を定める。

●⾧年にわたり蓄積されてきたインフラ・居住環境の整った既成市街地
の空き家をはじめとする既存の住宅・宅地が市場を通じて継承される
よう、必要に応じて更新や改修等を行うことにより、住宅取得希望者
の居住ニーズに対応した住宅・住宅地への再生を促進することが必要
である。

【参考】住生活基本計画（全国計画）

15

●郊外型の新市街地開発は、既に着手している事業で、自然環境の保存
に配慮され、将来にわたって地域の資産となり、生活・交通利便性を
有する豊かな居住環境を備えた優良な市街地の形成が見込まれるもの
に厳に限定する。

※今後、市町との調整の上、具体の地域を定める。




	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	02_子育て部会資料②
	スライド 1
	スライド 2

	03_広報資料
	04_住宅審議会資料



